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本研究は、全国のコミュニティＦＭを分類し、その廃局問題、経営問題を分析した。【１】開
局の３つのピークは３大地震「阪神淡路大震災」「中越地震」「東日本大震災」直後。【２】開
局特性は、大きく３期に分けられる。第１期（＝1990 年代の急成長期）は、近畿以東（のち
中四国も入る）が中心で、公共応援の３セク中心で始まり、民間型がこれに続いて拡大した。
九州・沖縄はほとんど開局がなかった。最初のコミュニティＦＭブームは、公共が主導し、
東からの流行（北海道、本州中部（関東・中部・近畿）からはじまり、1990 年代後半に東北
と中四国が参加した）という形となったといえる。第２期（＝2000 年代前半の停滞期）は、
開局数が、３セク型が全く無くなり、民間のみになった時期。第３期（＝2000 年代後半から
の復活期）は西が中心で、民間中心となるとともに、ＮＰＯ型が一翼を担う時期である。し
かし３セクも若干回復している。すなわち、コミュニティＦＭは、典型形態としては、①（1990
年代の急成長期）設立の近畿以東（のちに中四国も入る）、公共応援の３セク＋民間型、②（2000
年代前半の停滞期）設立の中部から西日本が中心で民間型、③（2000 年代後半からの復活期）
設立の中部から西日本が中心で、民間＋ＮＰＯ型、にこそ、経営のノウハウと課題が隠され
ている可能性がある。【３】廃局について。また中四国・九州は廃局が多い（８局と約半分を
占める。）が、もともとコミュニティＦＭをやりたい企業家・民間人の多い風土であるといえ
る。第１期～第２期に、民間主体で開局したところが多い。激戦の風土の中から、以下の事
例のＦＭきららグループ（宇部＋福岡のコミ×テン）のように優れたビジネスモデルを開発
し、一大勢力となった成功例がでてきた。【４】経営状況からみた近畿のコミュニティＦＭ局
の分類を財務諸表から分析をおこなった。（１）ＰＬ（損益計算書）系分析＝フローの健全さ
をあらわす：＜収入系＞①経常収入、②公共団体からの支援（委託、補助）、③自主収入でこ
れで単年度の健全さをはかる。＜コスト系＞④経常費用（人件費・一般管理費）、⑤経常利益。
（２）ＢＳ（貸借対照表）系分析＝ストックの健全さをあらわす⑥出資総額（資本金）、⑦純
資産、⑧累積損益→これで開局以来の健全さをはかる。（３）結論としては、近畿では、ＰＬ
（損益計算書）的には、枚方、伊丹、八尾、ＢＳ的には、伊丹、枚方、守口、が健闘してい
る。【５】つぎに、成功事例の分析をおこなった。【３セク型伊丹事例】（１）地域コンテンツ
戦略。（２）メディアミックス戦略（フリーペーパー主体。フリーペーパー定型枠型作成⇒自
動的にＣＭ。フリーペーパー戦略：紙媒体によるＣＭを行うことで利益を上げる）。（３）デ
ジタルサイネージ＝ラジオの視覚化戦略（放送＋フリーペーパーというメディアミックスと、
デジタルサイネージの運営によるクロスメディア展開）。【ＮＰＯ型和歌山事例】（１）地域コ
ンテンツ戦略（＋局の取材あり、取材は社員）。「番組の質」の向上のためパーソナリティの
教育（自主防災会・地域協議会等、市民参加番組比率を上げる）。（２）メディアミックス戦
略⇒ＩＴ活用を多くする（ユーチューブ、ユーストリーム、フェイスブック、ツイッター、
ブログ）。（３）市場浸透型ＣＭ料金価格設定（マーケットイン）＝ＣＭ料金５００円。【民間
型宇部事例】（１）地域コンテンツ戦略（取材あり、取材はパーソナリティがおこなう）。（２）
メディアミックス理論＝フリーペーパー（フリーペーパー定型枠型作成 ⇒ 自動的にＣＭ）。
（３）マーケットイン＝市場浸透型ＣＭ料金価格設定５００円（ＦＭきららは放送＋フリー
ペーパーというメディアミックスの運営方法をとっているが、この手法はどの放送局でもで
きるとは限らない）。【民間型福岡・北九州事例】（１）さらに進んだ地域コンテンツ戦略（＋
局の取材すらない『カラオケ理論』）スポンサーに自然な関連テーマでつくらせる、コンテン
ツ取材＋企画まで、局はタッチしない（カラオケ理論）。（２）メディアミックス戦略⇒ＩＴ
活用しきる（ユーストリーム、ユーチューブ、フェイスブック、ツイッター、ブログ）。（３）
市場浸透型ＣＭ料金価格設定（マーケットイン）＝ＣＭ料金５００円。（４）経営多角化＝地
域ビジネスを行政と「放送以外が多い」⇒イベント（例）ご当地アイドル（北九州）【６】以
上から、成功事例の共通点は、ＰＬモデルで説明できる。（１）ＰＬの構造：粗利益＝売上高
－①原価（外注費）［売上高＝原価（外注費）＋粗利益］。営業利益＝粗利益－②販管費（人
件費等）［粗利益＝販管費＋営業利益］。経常利益＝営業利益＋③営業外利益（損失含む）で
ある。（２）成功事例の戦略を経営指標枠組みで解釈すると、１）②販管費（人件費等）はそ
れほど動かせない、２）「地域コンテンツ戦略」とは、①原価（外注費）の削減である、（３）
「多角化戦略（メディアミックス戦略）」とは、③営業外利益（損失含む）の拡大であり、「Ｃ
Ｍ戦略」は売上拡大である。このように、成功しているコミュニティＦＭのＰＬ（損益計算
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書）モデルの構築をした。「地域限定」の視点と「マーケティング」の視点がないと持続的な
経営が難しいことがわかった。以上から、原価（外注費）の削減戦略である「地域コンテン
ツ戦略」と営業外利益（損失含む）の拡大である「多角化戦略（メディアミックス戦略）」と
営業利益拡大の「ＣＭの浸透価格戦略」が重要であることがわかった。またコミュニティＦ
Ｍの社会関係性資本（ソーシャルキャピタル醸成）について、コミュニティＦＭの地域コン
テンツ戦略、メディアミックス戦略、まちづくりへの参加は、社会関係性資本（ソーシャル
キャピタル醸成）と調和すると指摘した。地元の取材者、被取材者とネットワークができる。 

 
キーワード：コミュニティＦＭ、地域コンテンツ、多角化戦略、メディアミックス、ＣＭの浸透価格 
Keywords: Community FM Radio Station, Regional Contents, Business Diversification, Penetration Price Policy 
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はじめに 

 

 コミュニティＦＭとは、「1992（平成４）年１月に日本国により制度化された、市区町村に開設するＦＭラ

ジオ局」である。総務省令放送法施行規則別表第５号の第８放送対象地域による基幹放送の区分（４）にあ

る。定義は同表の（注）12「一の市町村（特別区を含み、地方自治法第 252 条の 19 に規定する指定都市にあ

つては区とする。以下同じ。）の一部の区域（当該区域が他の市町村の一部の区域に隣接する場合は、その区

域を併せた区域とし、当該区域が他の市町村の一部の区域に隣接し、かつ、当該隣接する区域が他の市町村

の一部の区域に隣接し、住民のコミュニティとしての一体性が認められる場合には、その区域を併せた区域

とする）における需要に応えるための放送」とある。制度化された超短波放送(ＦＭ)用周波数（ＶＨＦ76.0

～90.0ＭＨｚ）を使用する放送で最大出力は 20Ｗであるが、放送エリア内外で電波干渉が無い地域では特例

として限度を上回る出力が認可されるケースもある。現に北海道稚内市の｢ＦＭわっぴ～｣は 2012 年３月に

50Ｗへ増力、また、５月には沖縄県久米島町の｢ＦＭくめじま｣が 80Ｗで開局した。 

 コミュニティＦＭは、既存の各地方にまたがる広域や県域のラジオ局のように大手放送会社や番組制作会

社などが作った番組ではなく、地域住民の特色を生かした、自ら参加する番組を、自らの手で制作し放送す

るラジオ局である。リスナーも参加する双方向の番組であったり、急を要する番組を提供することや、地域

に密着した番組を提供する地域情報の発信拠点として活動している。運営主体は、自治体出資の第３セクタ

ー型の株式会社や、ＮＰＯ法人や民間株式会社がある。放送エリアは市区町村の一部、またはその近隣を含

む区域のエリアであり、県内一帯の県域放送局や、地方・全国放送とは異なり、それぞれの市区町村の情報

を発信しているので地域エリア限定的なＦＭラジオ局である。また災害時や緊急時には、リアルタイムで停

電、断水の状況や救援活動などの情報をきめ細かく提供できるという特色がある。1992（平成４）年 12 月

24 日に北海道函館市の「ＦＭいるか」の開局から、その後急速に全国に広まり、2014 年７月現在では全国に

284 局のコミュニティＦＭが存在している。 

 

第Ⅰ章 コミュニティＦＭの概要―先行研究をふまえて（略） 

 

第Ⅱ章 コミュニティＦＭの現状と課題（抄） 

 

１．制度化されたコミュニティＦＭ（略） 

２．地域を守る役割（略） 

３．経営基盤 

（１）非営利的側面 
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（２）最大の課題＝採算は見込めないことが多い 

 しかし経営はなりたたせなくてはならない。そこで、本研究では、経営が成功しているコミュニティＦＭ

を研究し、そのモデルを構築する。 

（３）経営の研究 

 コミュニティＦＭは若いメディアであることから、その研究は、必ずしも多くはない。「地域活性化」「パ

ブリック・アクセス」などの側面から始まったばかりであり、特に経営面の研究はまだ少ないと思われる（浅

田 2008）。さらに、こうした先行研究から、コミュニティＦＭは、経営面から成立しにくい多くの困難な問

題を抱えていることがあきらかにされている。実際、営業、質などのジレンマが多く存在していることが指

摘され、地域の自立、パブリック・アクセスなどの点から期待されてきたコミュニティＦＭは、存立可能な

のか、可能性があるとすれば、それは、どのような条件で存立可能なのか。本研究では、こうした問題点を

踏まえて、コミュニティＦＭの成立要因を整理することとした。複雑な要因をうまく両立させて成功に導い

た事例を分析し、コミュニティＦＭを持続可能に導く「事業化モデル」を提案したい。 

（４）広告料収入の問題 

 コミュニティＦＭ局は制度ができた 1992 年当初から多くのコミュニティ局は運営・経営に苦しんでいた。

既存メディアと同様の方法で広告料を決定すると、価格決定の理由もなく高価な金額となり、スポンサーが

つかない。多くのコミュニティＦＭ局が赤字になっており、経営が困難だといわれている。総務省のデータ

をまとめた資料によると累積損益が黒字な放送局が８局に対して、赤字な放送局は 21 局ある。 

 コミュニティＦＭへの自治体からの資本参加比率も当初は 30％以下という規準であったが、規制緩和でこ

の規制も無くなった。コミュニティＦＭは収益・売上が少なく、公共性・社会関係性資本性（ソーシャルキ

ャピタル醸成）が強いメディアであり、公共団体や公共団体と同様の各種団体のスポンサーの存在によって

経営が支えられている。しかし浅田（2008）は、コミュニティＦＭは進化をとげ、民間局や、ＮＰＯ局が、

市民化することで営利事業としての可能性が出てきたとする。とはいえ、多くの局は赤字であり、採算性の

ある営利事業とはならず、各コミュニティＦＭ局は四苦八苦している状況にある。１）浅田の指摘の後、コ

ミュニティＦＭ局自身の廃局の続出という新しい事態が続いており、本研究ではそれも分析したい。２）ま

た、浅田は市民型モデルを提示したが、本研究では、それが経営指標の理論の枠組みでどのようなメカニズ

ムとして働いており、経営が成立しているのかについて追求してみたい。 

（５）社会的存在意義 

（６）番組の評価 

 

４．現実の経営が厳しい 

 ミュニティＦＭは毎年約 10 局前後開局され、その役割が政府やマスコミにも注目され、必要性が言われて

いる。北海道函館市のコミュニティＦＭ第１号のＦＭいるかの開局から始まり、2014（平成 26）年８月１日

までに 306 局が総務省の認可を受けたが、認可を受けたまま開局ができずに一度も放送せずに閉局した局も

あり、コミュニティＦＭ局の経営を維持する難しさを感じ取れる。毎年増加を続けているが、毎年の増加数

は減少して来ており、2003 年頃からは、閉局が出始めている。認可されたコミュニティＦＭ局のうち既に２

０局が閉局になっており、2014（平成 26）年８月１日現在 284 局が運営している。 

 本来、コミュニティＦＭ局には、地域を活性化させることと、地域の防災を担う使命がある。この当初の

目的からすると、全国市区町村に設立されることが望ましい。が、基準が厳しいのか、2014 年４月 1 日の市

区町村数 1903（特別区だけでなく指定都市の区も含む）からしても 284 局は、少ない。 
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 コミュニティＦＭを発展させるにはどうしたらよいであろうか。コミュニティＦＭが本来の放送事業のみ

で運営・経営に成功している事例は少ない。本稿では、経営の苦しいコミュニティ放送局の事情を分析し、

資本のない地元住民によっても持続出来る放送局への方策を調査研究する。必要とされながらもコミュニテ

ィＦＭは、大半が経営上の問題をかかえている。本研究では、全てのコミュニティＦＭ局が、経営に成功し

ているわけではないが、開局以来１１年連続の黒字経営をしているコミュニティＦＭ局や、開局時から黒字

経営が見込める局、放送収入の安定している放送局、数年間連続黒字を計上している放送局を調査研究し、

コミュニティＦＭの持続可能モデルを探る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１：全国のコミュニティＦＭの開局・閉局数の推移 

 

第Ⅲ章 全国のコミュニティＦＭの分類論と時間変化の近年の動向 

 

 本研究では、まず、コミュニティＦＭ局の最近（2014 年）までの全国動向の詳細な分析をおこなう。その

際、（１）浅田（2008）の先行研究が 2006 年から 2007 年央にかけてまでの分析であるので、その後の７～８

年間の最近の動きをふくめて新しく分析する。（２）特に、この 2000 年代中期から後半期以降、コミュニテ

ィＦＭをめぐるまったく新しい現象として、「廃局」という現象が多く生じてきており、それも分析する。 

 

１．開局動向（全国、時系列）－コミュニティＦＭの開局は「阪神淡路大震災」「中越地震」「東日本大震災」

の３大地震の直後に急増、2000 年代前半に停滞期 

（１）３期のピークは３大地震以降 

 図２－１から、これまで開局ラッシュとなったピークは、３期あり、１）「1996 年および 1998 年」にい

ずれも年間 31 局開設、「2006 年」に年間 18 局開設、「2013 年」に年間 17 局開設、だった。これらから、３

つの巨大地震の災害から、２～３年後にピークを迎えていることがわかる。実際、コミュニティＦＭの開局

の大きな動機が防災であることからもうなずけることである。 

（第１次ピーク＝1996 年および 1998 年）1995 年の「阪神淡路大震災」の１年後～３年後（年間 31 局開設） 

（第２次ピーク＝2006 年）2004 年の「中越地震」の２年後（年間 18 局開設） 

（第３次ピーク＝2013 年）2011 年の「東日本大震災」の２年後（年間 17 局開設） 

（２）全体としては、大きく３期に分けられる。 

 全体のグラフをみると、コミュニティＦＭ制度開始 1992 年、最初のピークが「1990 年代後半」にあり、

その後、第２ピークの「2000 年代後半」になるまで開局数が 10前後の長い停滞期がある。それゆえ、（第１

期）1990 年代の第１次急成長期（第１ピークあり）、（第２期）2000 年代前半の停滞期（谷間の時代）、（第
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３期）2000 年代後半からの復活期・安定成長期（第２・３ピークあり）、の３期に大きくわけられる。 

 

２．開局動向（都道府県別）－盛んなのは、「日本の南北」「３大都市圏」「新潟、静岡」の１０都道府県で全

国の半分 

 1992～2014 年の年度ごと、各県ごとで検討する。全体でこれまでの開局数は 304 局である。 

（１）実数 

 都道府県として多いところは、1１位「北海道」28 局、２位「沖縄」17 局、３位「神奈川」14 局、４位「東

京、静岡、愛知、鹿児島」でそれぞれ 12 局、５位「兵庫」11 局、６位「大阪、新潟」でそれぞれ 10 局で、

この 10 都道府県で全国の約半数ある。すなわち、１）日本の南北自治体、２）３大都市圏、３）静岡、新潟、

がコミュニティＦＭのさかんな自治体ということになる。 

（２）人口１名あたり分布 

 東京・神奈川・新潟の３都県が平均が 12 局で多く、静岡・愛知の２県も 12 局と多い。また大阪・兵庫の

２府県は 10.5 局となり、鹿児島・沖縄の２県は 14.5 県である。 

 

３．開局動向（地方別、時系列） 

（１）全期間 

 地方として多いところは、１位「中部」66 局、２位「関東」47 局、３位「九州」41 局となる。しかし、

九州＋沖縄をあわせると、58 局となり、関東を凌いで２位となる。 

（２）時系列 

 年度ごと各地方ごとグラフで検討すると意外なことがわかる。１）（第１期＝1990 年代の急成長期）は「東

からの流行」：この時期、九州・沖縄はほとんど開局がなかった。最初のコミュニティＦＭブームは、北海道、

本州中部（関東・中部・近畿）からはじまり、1990年代後半に東北と中四国が参加したといえる。２）（第

２期＝2000 年代前半）は「停滞期」。３）（第３期＝2000 年代後半からの復活期）は「西が中心」：九州・

沖縄での開局が相次いでいる。また関東・中部も開局が続いている。近畿・中四国は開局が下火である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 年代別地方別開局グラフ 

北海道

東北

関東

中部

近畿

中四国

九州

沖縄

0

5

10

19
92

19
97

20
02

20
07

20
12



杉本俊彦（２０１５）「地域の中で持続するコミュニティＦＭの経営条件に関する研究」 
『創造都市研究ｅ』１０巻１号（大阪市立大学大学院創造都市研究科電子ジャーナル） 

 

 ６ 

 

４．運営主体の分類 

（１）コミュニティＦＭの運営母体 

 （公共機関の支援型＝３セク型）（民間型）（ＮＰＯ型）の３種類にわけられる。 

（２）この３者には、時間的な出現順序がある 

 コミュニティＦＭが制度化された当初、放送局を誰が運営するのかという問題があり、国や地方公共団体

と民間が合同で出資・経営する企業の「第三セクター型」（10％を超える議決権を有する行政からの支援）の

放送局が最初にモデルとなった。つぎに出現したのが、市区町村にある民間企業（10％以下の議決権を有す

る行政からの支援を含む）や住民の協力を得て開局する「民間型」、そして 2003 年に制度化されたのが「Ｎ

ＰＯ型」である。 

 

５．運営主体の３分類からみた開局動向 

表３－５ 運営モデル別、年代別開局数（３セクとは行政が 10％を超える議決権を有するもの） 

阪神淡路 中越 東日本

全期間 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
総計 304 1 4 9 10 31 29 31 10 12 13 9 8 10 11 18 17 13 12 13 8 14 17 2014

３セク 51 1 1 2 4 7 10 12 2 3 1 1 1 1 2 3

民間 227 3 7 6 24 19 19 8 9 13 9 7 9 7 14 15 10 8 10 6 11 11 2

NPO 26 1 1 3 4 1 2 4 2 2 1 3 2

第１ピーク 第２ピーク 第３ピーク

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第３期  
（１）３分類 

１）３セク型：３セク型の開局は 1992 年から 2000 年までの間連続して開局されている。しかしその後 4 年

のブランクがあり 2001 年からはほとんどない。合計で、この 22 年間に 51 局という数である。 

２）民間型：民間型は制度開設の２年目の 1993 年より今年 2014 年まで連続して毎年開局されている。開局

数は最大で 229 局ある。この民間の開局の２局は未開局である。 

３）ＮＰＯ型：ＮＰＯ型は法律が 2003 年に施行されて以来、毎年開局されている。まだ数は多くなく全部で

26 局である。 

（２）運営主体分類と時期区分からいえること 

 つぎに、上記の、３つの大きな時期区分と照らし合わせることにより、重要な構造が考えられる。（第Ⅰ

期＝1990 年代の急成長期＝1992～1999 年）東からの流行（この時期、九州・沖縄はほとんど開局がなかった。

最初のコミュニティＦＭブームは、北海道、本州中部（関東・中部・近畿）からはじまり、1990 年代後半に

東北と中四国が参加したといえる）、（第Ⅱ期＝2000 年代前半＝2000～2004 年）は停滞期、（第Ⅲ期＝2000

年代後半からの復活期＝2005 年以降）は西が中心（九州・沖縄での開局が相次いでいる。また、関東・中部

も開局が続いている。近畿・中四国は開局が下火）、であったが、第１期は、開局数が、３セクのみ中心で始

まり、民間型がこれに続いて拡大した時期である。第２期は、開局数が、３セク型がほぼ無くなり、民間の

みになった時期だった。すなわち、第２期の停滞期とは、公共団体がまったく応援しなくなり、民間だけに

なった時期だったのである。第３期は、民間中心となるとともに、ＮＰＯ型が一翼を担う時期である。しか

し３セクも若干回復している。（第１期＝1990 年代の急成長期）は、近畿以東（のち中四国も入る）が中心

で、公共応援の３セクのみ中心で始まり、民間型がこれに続いて拡大した。九州・沖縄はほとんど開局がな

かった。最初のコミュニティＦＭブームは、公共が主導し、東からの流行（北海道、本州中部（関東・中部・

近畿）からはじまり、1990 年代後半に東北と中四国が参加した）という形となったといえる。（第２期＝2000
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年代前半）の停滞期は、開局数が、３セク型が全く無くなり、民間のみになった時期だった。すなわち、第

２期の停滞期とは、公共団体がまったく応援しなくなり、民間だけになった時期だった。（第３期＝2000 年

代後半からの復活期）は西が中心（九州・沖縄での開局が相次いでいる。また、関東・中部も開局が続いて

いる。近畿・中四国は開局が下火）で、民間中心となるとともに、ＮＰＯ型が一翼を担う時期である。しか

し３セクも若干回復している。すなわち、コミュニティＦＭは、典型形態としては、①（1990 年代の急成長

期）設立の近畿以東（のち中四国も入る）、公共応援の３セク＋民間型、③（2000 年代後半からの復活期）

設立の中部から西日本が中心で、民間＋ＮＰＯ型、が主力といえる。（2000 年代後半からの復活期）設立の

中部から西日本が中心で、民間＋ＮＰＯ型、にこそ、経営のノウハウと課題が隠されている可能性がある。 

 

６．閉局動向－停滞と淘汰の状況 

 すでに述べたように、2014（平成 26）年８月１日までに 306 局が総務省の認可を受けたが、認可されたコ

ミュニティＦＭ局のうち既に 20 局が閉局になっており、2014（平成 26）年８月１日現在 284 局が運営して

いる。ここでは、既往研究でとりあげられてこなかったこの 20 局に注目し、分析をおこなう。 

（１）運営主体からみると閉局はすべて民間 

 運営主体３分類からみると、廃局２０局は、すべて民間であり、３セクないしＮＰＯはない。 

（２）地方別分布 

 北海道２局、東北１局、関東３局、中部 ３局、近畿２局、中四国４局、 九州 ４局、沖縄 １局、と

なって、中四国・九州が８局と約半分を占める。 

（３）閉局時期分布 

 閉局は、１例（中四国の 1989 年）をのぞき、他の 19 例は、すべて、「第３期（2000 年代後半以降の成熟

期）」に閉局し、しかも「第３期（2000 年代後半以降の成熟期）」といっても、１例（関東の 2013 年）をの

ぞき、閉局時期は 2005 年～2011 年に集中し、主に 2000 年代後半に集中している。 

（４）開局時期別分布 

 「第１期（1990 年代の成長期）」「第２期（2000 年代前半の停滞期）」「第３期（2000 年代後半以降の成熟

期）」の３区分にすると、（第１グループ）メインの中四国、九州、沖縄、関東、東北の 13 局の廃局例の大部

分は、開局年が「第１期（1990 年代の成長期）」のものである。例外は、関東１局と九州１局が 2001 年、2000

年に開業したものでこれをふくめても 2001 年までの開局である。実は、典型的な中四国、九州、沖縄、関東、

東北の 13 局はすべて 2001 年までに開局した歴史のある局が長い寿命をへて、第３期に廃局したものである

ことがわかる。（第２グループ）これに対し北海道、中部、近畿の７局の廃局例の大部分は、開業年が比較的

新しく「第３期（2000 年代後半以降の成熟期）」に開局し短い寿命ですぐ閉局しているパターンである。阪

神・淡路大震災の前に設立されたコミュニティＦＭは、一つの閉局もない、また 2007 年以降から開局された

コミュニティＦＭも一つも閉局はないといえる。 

（５）寿命分布 

 ６年までの短いものは、上記第２グループに対応、その他は意外に長い。開業から、４年、８年、10 年、

15 年が多く、魔の年といえる。 

７．閉局事例をより細かくみていく－淘汰され、閉局、廃局となったコミュニティＦＭの例 

 閉局した放送局は 20 局ある。1995-1998 年頃に開局された放送局が 10 局閉局している。閉局数のほぼ半分

がこの時期に開局された放送局である。2007 年以降に開局した放送局は閉局していない。2011 年以降は 1 局

だけである。地方に分散されているのが分かる。そして、運営形態を見てみると３セクターの 10 パーセント
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を超える場合またＮＰＯ型の場合は閉局している局は 1 つもない。すなわち民間であるか行政の資本として

も 10 パーセント以下の放送局は閉局している。放送年齢も 1 年代から 17 年代と、分散している。 

 閉局理由をあげると、電波法違反で、実運用停止後閉局した放送局や、給料を支払はなかった放送局など

本来の放送とは全く関係のない所で閉局したケースもあるが、多くの理由は運営や経営するのに失敗してい

る。またコンテンツに関しコミュニティであるにもかかわらず東京からのネット放送をするなど地域にこだ

わっていないことが非常に大きな理由である。閉局理由の例 １）電波法違反による運用停止処分、コンテ

ンツは自社制作以外はＪ－ＷＡＶＥの再送信を行っていた。２）臨時災害放送局で、1995 年２月 15 日から

３月 31 日までの短期間の放送であった。３）広告・スポンサー収入の減少。４）財政状況が厳しく移転問題

や創業者の退任で放送体制の維持困難。５）営業活動を行っていなかった。自社制作以外はＪ－ＷＡＶＥの

再送信を行っていた。６）コンテンツは開局後１年９か月後に自主制作以外はＪ－ＷＡＶＥを再送信してい

た。その８か月後にはＪ－ＷＡＶＥのみの再送信になっていた。７）営業社員が退職したことによりコマー

シャル契約の解約が相次いだ。８）市から新たな支援を得られなかった。コンテンツは自社制作以外ミュー

ジックバードの制作。９）不況で資金難、Ｊ－ＰＯＰなどのノンストップ音楽放送。10）周辺に多くの超高

層ビルが建築されたことで、電波到達範囲が狭まり、広告出稿が減少。11）世界経済の悪化によって、顧客

としていた企業スポンサーが降板。12）近くにライバル。経営基盤が弱かった。コンテンツは自社制作番組

以外をミュージックバードの再送信。13）コンテンツは自主制作以外をミュージックバードと西日本放送か

ら配給を受けた。14）スポンサーの支援がなくなり経営不振。15）ライバルと競合、吸収合併された。自主

制作以外はＪ－ＷＡＶＥの番組も再送信していた。16）慢性的な赤字体質が改善できなかったこと、財政再

建のため市からの広報費が落ち込んだ。17）コンテンツの一つとして東京コミュニケーション放送からネッ

トした時期もある。18）後発だったこと、収益を上げられなかったことなどにより、開局当初から経営的に

苦しい状態が続き、閉局となった。 

 廃局の多い中四国・九州（８局と約半分を占める）は、もともとコミュニティＦＭをやりたい企業家・民

間人の多い風土であるといる。もともとコミュニティＦＭ自体は、これまでに見たように、阪神・淡路大震

災を契機に、どちらかというと３セク（公共）中心に、近畿以東の東日本を中心に出発した。中四国・九州

の廃局事例は、それにあわせてやや遅れて第１期～第２期に、民間主体で開局したところが多い。 

 しかし、同時に、中四国はそもそも開局数が多い、すなわち「激戦区」であるということである。上記の

経緯をみても、中四国・九州は、コミュニティＦＭをやりたいという人は多く、コミュニティＦＭ文化なの

だが、一方、広告収入をとる営業が激戦で、それにより、淘汰も多い。 

 このような中四国・九州の、コミュニティＦＭを愛するが、激戦であるという風土の中から、以下の事例

の「ＦＭきらら」グループ（宇部＋福岡のコミテン）のように優れたビジネスモデルを開発し、一大勢力と

なった成功例がでてきたことは注目に値するといえるだろう。 

 

８．経営状況からみた近畿のコミュニティＦＭ局の分類 

 ここでは入手可能な近畿圏のＦＭ局について財務諸表から分析をおこなう。 

（１）ＰＬ（損益計算書）系分析 ＝フローの健全さをあらわす 

＜収入系＞ 

① 経常収入は売上高であり自治体や公共団体からの委託費も含んでいる。 

② 公共団体からの支援（委託、補助）。 

③ 自主収入＝①－② →これで単年度の健全さをはかる。 
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＜コスト系＞ 

④ 経常費用・・・人件費・一般管理費。 

⑤ 経常利益＝①－④ この数字はみのおコミュニティ放送のみ赤字で他の局は黒字である。 

 結論としては、近畿圏の経営状況を見てみると、損益計算書から見る経常利益として箕面コミュニティＦ

Ｍが赤字である。それ以外の局は黒字計上されている（しかし公共団体からの委託費の収入をわりびき自主

収入を求めれば、明らかに近畿圏のコミュニティＦＭは全局赤字となる）。 

（２）ＢＳ（貸借対照表）系分析 ＝ストックの健全さをあらわす 

⑥ 出資総額（資本金） 第三セクターの場合は自治体からの出資金も含む。 

⑦ 純資産。 

⑧ 累積損益＝⑦－⑥→ これで開局以来の健全さをはかる。 

１）近畿のコミュニティＦＭ局の中では守口・伊丹・枚方の３局が累積損益が黒字である。 

２）しかし、一年間の自治体委託料を開局以来の累積損益に単純相殺すると、守口、伊丹、枚方はともに赤

字となり、地方自治体からの委託料・広告料が一年間なければ守口・伊丹・枚方の各コミュニティＦＭは累

積損益が赤字になる。 

３）次に貸借対照表から見ると、累積損益が黒字なのはＦＭ枚方、ＦＭ守口、ＦＭ伊丹の３局だけで、残り

のコミュニティＦＭは累積赤字である。この中でもＦＭ伊丹だけが黒字を維持しつづけ、安定した運営がな

されているが、このＦＭ伊丹でさえ行政からの委託費がなくなると赤字となる。 

 

 

 

 

（３）人件費の分析（略） 

 

第Ⅳ章 コミュニティＦＭ事例（１）（第１期設立の３セク型、近畿）―兵庫県伊丹市「Ｆ

Ｍいたみ（ハッピーＦＭ）」（略） 

 

第Ⅴ章 コミュニティＦＭ事例（２）（第３期設立のＮＰＯ型、近畿）－和歌山県和歌山市

「ＦＭバナナ」（略） 

 

第Ⅵ章 コミュニティＦＭ事例（３）（第２期設立の民間型、中四国）－山口県宇部市「Ｆ

Ｍきらら」 

１．立地地域の概要（略） 

２．放送局の歴史 

 経営難がささやかれるコミュニティＦＭ局がある中で、ほとんど公的資金に頼らず、民間だけで成功して

いるコミュニティＦＭがある。そのリーダー的コミュニティＦＭ局が山口県宇部市の「ＦＭきらら」といえ

る。社長の井上悟氏は、「ＦＭきらら」成功のノウハウを活かし 10 社にものぼる各地のＦＭ局を再生させた

再建王である（井上悟・三浦房紀 2007）。開局以来 11 年連続黒字経営を続けている。山口県の商業は山口市

と徳山市が中心でもともと宇部市の地域にはメディアは無かった。2001 年７月、山口県で開かれた博覧会「山

口きらら博」で、イベントＦＭ放送が行われることになり、氏の経営する「株式会社戦略会議」は、2001 年

★ ＰＬからみると、伊丹、枚方、八尾、宝塚、宇治、が健闘 

★ ＢＳからみると、伊丹、枚方、守口、が黒字 
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山口きらら博のイベントＦＭを公募における競争入札で落札し好評を得た。「山口きらら博」が終了する最終

日に 100 人以上が雨の中傘をさして集まり「こんな楽しいイベントＦＭをこれからも続けてほしい」とシュ

プレヒコールを始めた。このことがきっかけで、宇部で「コミュニティＦＭきらら」としてスタートさせた

のである。「ＦＭきらら」が軌道に乗った井上氏は、その経営手腕が、評判になり、他の地方からコミュニテ

ィＦＭ局立ち上げの支援依頼がくることになり、その実績は多岐にわたる。 

３．放送局の組織 

 「ＦＭきらら」の社員８人は全員契約社員である。全員が多様な種類の仕事が出来るように活動している。

スタッフは取材ができる人である。社員は、話のうまい人より、新しい情報を持った人を採用した。持論で

あるが、コミュニティ放送のスタッフは地元の人がいいのである。理由は簡単でコミュニティ放送局だから

である。極めて限定されたエリアをカバーするのであるから、地域性は重要である。 

 

第Ⅶ章 コミュニティＦＭ事例（４）（第３期設立の民間型、九州）福岡県福岡市「ＦＭコ

ミ×テン」（およびＦＭ ＫＩＴＡＱ―北九州市） 

 

１．立地地域の概要 

２．放送局の歴史 

（１）戦略会議での経験 

 熊谷専務は、宇部市の「ＦＭきらら」の井上社長が設立した福岡の広告会社「株式会社戦略会議」に勤務

した。 

（２）「ＦＭＫＩＴＡＱ」設立 

 その後熊谷専務は 2004（平成 16）年 12 月「ＦＭＫＩＴＡＱ」の社長になった。 

（３）「福岡コミュニティＦＭ」を継承 

 福岡には、周波数 77.7Mhz で、国際ＦＭとして全国で三つ（東京・大阪・福岡）の中の一つとして「福岡

コミュニティＦＭ」局があった（大阪ではＦＭこころがその一つ）。「福岡コミュニティＦＭ」は西鉄が経営

していたが免許の返上をし、２年間コミュニティＦＭが空白地となった。そこで、2013 年に同じ周波数を継

承したコミュニティＦＭとして「コミュニティラジオ天神」が開局した。 

３．放送局の組織 

 実務は、熊谷専務、営業部長（スポンサー付けの人）、ディレクター、アシスタントディレクターで担当。

人件費はそう節約していない。スタッフ約 20 人で、時給 800 円で差はつけていない。熊谷氏は、コミュニテ

ィＦＭ局は、これまでのＴＶ局やラジオ局とは、全く違ったものであるという。メールやＳＮＳの時代に入

り、目が疲れるようになった。新聞も読むと目が疲れる。音声によるニュースのほうがいい。コミュニティ

ＦＭは NEW Media であるという。 

 

第Ⅷ章 コミュニティＦＭの経営モデル（１）－地域コンテンツ戦略＝原価の圧縮による

粗利益拡大戦略 

 

 地域コンテンツの重要性は、すでに浅田などの研究で指摘はされているが、経営指標などの細かい分析で

証明されているわけではない。そこで本研究では、経営指標モデル（ＰＬモデル）に基づいて、この仮説を

実証し、コミュニティＦＭの経営の成功事例をモデル化する。 
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１．地域コンテンツ戦略とは 

 東京の番組は買わないということである。地域主体で番組を作り、地域のニュースや、地域の情報を放送

する。いいかえれば、放送内容はＡＭ放送ににて各地元の話題やトーク中心の放送となるのが地域コンテン

ツ戦略で、東京のＦＭ放送のように音楽主体の番組内容ではない。成功しているコミュニティＦＭの地域地

域コンテンツの比率を 2015 年１月 10 日のタイムテーブルから検証すると「ハッピーＦＭいたみ」約 57％、

「バナナＦＭわかやま」約 68％、「うべＦＭきらら」約 78％、「天神ＦＭコミ×テン」約 55％であった。こ

れに対し、廃局の「高松シティＦＭ」は 2005 年 1 月のタイムテーブルで地域コンテンツ比率は０％（すべて

東京の放送買い取り）であった（左が宇部、右が高松、網がけが地域コンテンツ部分）。 

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜

7:00

8:00

9:00

10:00

11:00
Freshfruits　on

Wednesday

12:00
ランチでクラ

シック

ランチタイム

Kirara

コープやまぐ

ち、ここと宇部

店

13:00

14:00

15:00 HAPPY

AIRPORT　山

口宇部空港

16:00

17:00
This　is　慶進

Radio　Station

18:00
司法書士が行く

19:00
FM-i-Plaza 医療最前線

宇部までECO

STUDIO
すすめ工学部

すべては貴女

の「きれい」のた

めに

20:00
今日も地球に

役立ち隊
窓を開けて

21:00
シネマウルトラ7 Kiraraタイムズ

ミニシアターラ

ルゴ

22:00

23:00

0:00

表8-1-3　FMきらら宇部

スーパー

SUNDAY

和さんの今夜も

OHIMA

ティータイム

Kirara

GOOD　MORNING　Kirara　宇部市政だより

Dreaminｇ

Kirara

OHASATA

Kirara

KiKirara

Saturday

SansanKiraraス

クリーンミュー

ジック

オウチに帰ろう

今夜はどうしましょう

Dreaminｇ　Kirara

KiKirara

ランチタイムKirara

Dreaminｇ　Kirara

音楽

ビューティフル

サンデー

どうするランチ

昼ドキKirara

KiKirara　Suｎ

day

ZETTAI　Kirara

街ing　Kirara

カフェドKirara

KiKirara

KiKirara

 

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜

7:00
SMOOTH　AIR

8:00

9:00

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00

17:00
COLORS　OF

LIFE

SAUDE!SAUDA

DE．．．

18:00
SOUND

SEASONING

ASIENCE

SPIRIT　OF

AISIA

19:00
WORLD　AIR

CURRENT

CLASSY

CAFE

20:00
ON　THE　GO

AUTOMOBILE

RADIO

21:00
OZ　MEETS

JAZZ

TOKYO

CONCIERGE

22:00
MAKE　IT　21

BEAT　ON

THE　ROAD

23:00 Excite　Music

Store　WORLD

LOUNGE

BODY　AND

SOUL

0:00
WEEKEND

SPECIAL

FREE　YO

MIND

表8-1-5　高松シティFM　Marino　78.0MHｚ         2005/1　タイムテーブル

J-WAVE　GOOD　MORNING　TOKYO

BOOM　TOWN

HOT　MUSIC　TAKAMATSU　SOUND　LIBRARY

VIVA！ACCESS

MUSIC　JOURNEY

SUNDAY

MORNING

DELIGHT

FREE　TENPO

TOKYO　HOT

１００

Evening　Q　Station

ようこそ！JAZZ　WONDERLANDへ

JAM　THE　WORLD

OH！　MY　RADIO

PRIME　ANGLE

e-STAION　BB

SLOW

MORNING

MONDO！

WELT！

WORLD！

SUPER　LINE

’J’

 

２．各局の分析 

（１）ＦＭいたみ 

 「ハッピーＦＭいたみ」は、派遣会社からくる 14 人のプロのパーソナリティがいるが、やはり市民パーソ

ナリティのほうが、地域の笑いとか地域の話題のグループとか地域のことをよく知っている人がいいようで、

地域がほしがっている情報が市民から吸い上げてくる人がパーソナリティであれば、一人二役である。市民

パーソナリティとして育て上げるのがいいという。 

１）売上：2013（平成 25）年度の決算では、損益計算書によると営業売上げが 8241 万円であった。顧客別

売上げとしては、約 8200 万円の売り上げの中で 4300 万円は行政から市政情報や行政番組の政策のための委
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託料としてうけている。その他 700 万円あまりを基幹株主から広告料をもらっている。それ以外に 3191 万円

を各々スポンサーからもらっている。 

２）費用：地域コンテンツ戦略で、東京の番組は買わない。地域主体で番組を作り、地域のニュースや、地

域の情報を放送する。製造原価については、制作費 1760 万円、技術費 447 万円。販売費と一般管理費が 8356

万円でありここで営業損失が 115 万円発生した。しかし営業外収益が 117 万円あったため、経常損失が約 22

万円となり、最終的に 2013 年度は特別利益も含め約 46 万円の赤字であった。販管費（販売費と一般管理費）

の内訳をみてみると、8300 万円の主なものは人件費関係、これは７人の常勤社員の人件費が 3128 万円（37％）、

パーソナリティは 19 人（契約 14 人、市民４人、社員１人）で 1760 万円、広告宣伝費 248 万円、通信費 422

万円（これはデジタルサイネージの市役所や駅にある専用回線使用料などである）。貸借料 396 万円（これは

行政財産を目的外使用で借りている家賃）。赤字になっている理由はデジタルサイネージに投資した資金の減

価償却費があるためである。 

（２）「バナナＦＭ」 

 「バナナＦＭわかやま」では、番組の質は、おしゃべりのスキルやテクニックだけでなく、ひとや物事の

本質をいかに引き出し、伝えるかが重要で、本質をついたものは、おもしろいと位置付けられていることで

ある。市民主体の番組づくりを行いたいが、なかなかそういった人は見つからない。番組の質を落とすとリ

スナーを減らす事になりかねないので、誰にでも参加してもらうことには抵抗感があるのはうなずける。 

＜イニシャルの投資＞：資金に関してはＮＰＯ法人では銀行から借入できないので、山口氏自身が社長であ

るメディテックスで 3000 万円を借り、作り上げた。 

１）売上：4400 万円の売上げがある。防災ラジオの売上げは 100 万円である。（ＣＭ単価について）県域放

送局の和歌山放送は 3 万円～10 万円で月に２～４回ＣＭ放送を流している。コミュニティＦＭでは考えられ

ない金額である。「バナナＦＭ」は 20 秒スポットＣＭを 500 円ではじめ、それでも埋まらないので、「バナナ

ＦＭ」で放送している番組の宣伝を入れたが、番組の宣伝を入れたからと言ってその番組がリスナーに聞か

れることがないのがわかった。空いているところには、お客様のＣＭを料金は貰わずともサービスで２回、

３回、４回と余分にスポットＣＭを入れていった。そうなると単価は 10 円や 20 円となる。開局して３か月

は 50 万円の売上げであった。ところが何回もＣＭが流れるのを聞いたライバル会社や商店が、「うちもＣＭ

を出す」といってくれはじめた。徐々にＣＭが増えていった。「あんたとこいくら出せるの？」「広告にいく

ら出しているの？」と聞いてまわる時期があったという。テレビ和歌山とか和歌山ラジオのＣＭ料金を真似

せず「いくら出せる」「ニュース和歌山に何ぼ出している」「ぱどには何ぼ出せるんよ」「10000 円くらいなら

だせるか」と聞いて、市場である街の企業の感触をつかみ、毎日１回放送し、月 30 回で 1 万 5000 円となる

料金と考え、スポットＣＭ20 秒の金額を 500 円に決定したのである。それ以後、契約をしてくれる会社・商

店が半年で 100 社を超えた。2014 年４月現在は 150～180 の店に請求書を送付している。１社当たり平均 3

万円の請求額となってきた。山口氏は「スポットＣＭのみで耳にタコができる放送がしたかった」という。

同じ時間帯に同業種のＣＭはしないとルールを決めそれが支持され、スポットＣＭを１ケ月で終わるところ

もあるが、年間 600 社が契約に係る。スポットＣＭ枠が満杯状態のため、スポットＣＭ料金 1 回 500 円を 1000

円に値上げをして、企業の数が半分の 300 社に減少しても維持できるのであるが、出勤時間帯と昼食時間帯

と帰宅時間帯の６時間を 1000 円に値上げすることで順応している。1 万円のスポットＣＭの契約企業は月金

で流している。2014 年４月では、１ヶ月 3 万円のスポットＣＭ料金で販売している。 

２）費用：地域コンテンツ戦略で、東京の番組は買わない。地域主体で番組を作り、原価を下げる。パーソ

ナリティ費用 380 万円、会議費、遅くなったら社員に食事を提供する。山口氏が放送好きなので続けられて
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いるのであり、ビジネスと考えると困難である。 

（３）「ＦＭきらら」 

１）売上：（ＣＭ価格設定）「ＣＭ価格設定戦略」は、スポット 20 秒ＣＭが、全放送時間のＣＭの３分の一

の契約数で負担でき、持続できると井上氏は解説する。（60 分で６分のＣＭには 18 本の契約数がある、例え

ば 16 時間放送では 16×18÷３＝96）すなわち 96 社から毎日１回のＣＭ契約が取れたなら持続できる。半分

取れたら黒字になるという。また費用削減のために、放送法の関係で、番組の編成を行うと、毎回変更届を

出さないといけないので帯番組を作っておき、その中で変化させることにしている。スポンサーの商店は、

いくらなら広告を出せるかと調査した結果、月 5000 円～1 万円が一番多い価格帯であった。 

２）費用：地域コンテンツ戦略で、東京の番組は買わない。地域主体で番組を作り、原価を下げる。また、

人件費についての井上氏の見解では節約していないという。社長の給料は 30 万円、契約社員 30 万円、20 万

円、20 万円、ボーナス夏 50 万円、冬 50 万円、期末手当 100 万円、スタッフ 8 人が 5 万円～10 万円である。 

（４）「ＦＭコミ×テン」 

１）売上：「ＣＭの浸透価格戦略」一周年記念事業で 20 秒ＣＭを 100 円で販売した。10 社限定としたほうが

どんどん客がくるのでこの方法を使っている。5000 円／月で 60000 円/年、10 社で 600000 円増える。単年度

黒字になる状況にある。月 200 万で黒字に出来ると熊谷氏は話す。 

２）コスト＝コスト削減のためクライアントに作らせる地域コンテンツ戦略：地域コンテンツ戦略は、東京

の番組は買わない。「生放送主体」で番組を作り編集はしない。これは編集作業にかかる時間が多くなるため

である。地域にきかせるのだから、博多の方言で放送してもいいのである。生放送が最高のパフォーマンス

を出す番組に出来ると熊谷氏はいう。 

●「究極の地域密着コンテンツ戦略はスポンサーに番組をつくらせると取材しなくてよい」。「ＦＭコミ×テ

ン」では、さらに、地域コンテンツを越える戦略をおこなっている。「クライアント自前作成戦略」である。

営業戦略として出演したい人に出てもらうが、出演するにはお金をもらっている。出演料を払うのではなく、

もらっているのである。出たい人に、お金を出させ、しゃべらせ、ゲストを連れてこさせ、番組をやらせる。

局はコントロールするだけである。自分メディアである、自分がしゃべって発信したいのだから、お金を払

えとなるのは当然かもしれない。しかし、サイマルラジオや Ustream に出る人はうれしいので払うのである。

出演者が編集して内容のいい録音番組をしたいとする場合には、編集費用を加算して出演者に請求する。生

放送が最高のパフォーマンスを出す番組に出来ると熊谷氏はいう。「究極の地域密着コンテンツ戦略はスポン

サーに番組をつくらせると取材しなくてよい」であった。情報番組にすると、番組に出る人は、スポンサー

が選んで連れてこさせるため、ラジオ局は費用をかけないで番組ができる、これを熊谷氏は「カラオケ理論」

という。カラオケを歌いたい人はお金を払って周りの人に聞いてもらう。また、パン屋がスポンサーだとす

ると、パンの番組では手前味噌になるが、ロハスや、スローフードを絡めて健康番組にし、その中で、パン

を情報提供する。広告にならない広報になる手法を取っている。スポンサーがスポンサーをよんでくる。メ

ニューはシンプルにする。形式にとらわれないインフォマールな番組にする。だからダイレクトな広告はさ

せないコントロールをしている。 

 

３．ＰＬモデル 

（１）ＰＬの構造 

粗利益＝売上高－①原価（外注費） ［売上高＝原価（外注費）＋粗利益］ 

営業利益＝粗利益－②販管費（人件費等） ［粗利益＝販管費＋営業利益］ 
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 １４ 

経常利益＝営業利益＋③営業外利益（損失含む） 

 伊丹モデルの損益計算書を見ると売り上げ 8241 万円に対し、販管費は 8356 万円で赤字になっている。こ

れは新しく導入されたデジタルサイネージによる減価償却費が含まれているためになったことで、償却後は

毎年 400 万円から 600 万円の黒字が予想できる。 

 次にＮＰＯである和歌山モデルであるが損益計算書によると売上高 4487 万円に対し販管費は 4247 万円と

なっている。このＦＭ和歌山は、近畿地方の中で自主収入として伊丹を上回る金額を売り上げている放送局

である。 

 次に宇部モデルであるが 8108 万円の売上高に対し販管費 7975 万円である。ＦＭ宇部は毎年黒字であり 11

年連続安定した経営をしている。フリーペーパーによる利益も寄与している。 

（人件費の目安）収益に対する人件費の割合は約３０％台～５０％台になる。 

（固定費（家賃など）の分析）社会的企業であるコミュニティＦＭに協力する形で出資者は配当金を受け取

らず、常勤取締役以外は給料を受け取らない事が一般的である。 

 

（２）成功事例の戦略を経営指標枠組みで解釈すると、 

 １）②販管費（人件費等）はそれほど動かせない。 

 ２）「地域コンテンツ戦略」とは、①原価（外注費）の削減である。 

 ３）次章で説明する、「多角化戦略（メディアミックス戦略）」とは、③営業外利益（損

失含む）の拡大である。 

←切り詰めた外注費

←バランスのいい外注費用

←外注が多すぎる

←人件費は同じ分必要

←人件費は同じ分必要 　メディアミックス戦略

←人件費は同じ分必要
経常利益

営業利益経常利益

売上高

原価
（外注費）

粗利益

販売
管理費

営業外
利益

売上高

原価
（外注費）

粗利益

販売
管理費

営業利益

売上高

原価
（外注費）

粗利益
販売

管理費

（赤字） 損失

運営が厳しい放送局 和歌山 伊丹・宇部・福岡

 

図８－３ 経営モデル 

 

第Ⅸ章 コミュニティＦＭの経営モデル（２）－多角化戦略（メディアミックスとＣＭ戦

略） 

 

 「多角化戦略（メディアミックス戦略）」とは、多角的事業を展開することにより、営業外利益（損失含む）

の拡大をおこなうものである。メディアミックスによる持続可能性を検討してみた。成功しているコミュニ

ティＦＭと成功していないコミュニティＦＭはどこが違うのか？ 

 

１．経営多角化戦略とは 
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 １５ 

 放送局の収入源を放送スポンサー料に限定することを止めることである。「マスコットの販売」や「旅行の

企画販売」や「地域限定ミニコミ誌の販売」、ＦＭＫＩＴＡＱの自社による芸能活動など。 

 

２．メディアミックス事例 

（１）サイマルラジオ 

（２）フリーペーパーの発行やクラブ会員の募集 

（３）Facebook、Twitter、ブログ、等のＳＮＳの利用 

（４）Ustream、YouTube、等の動画の利用 

（５）ツアー、ショー、コンサートなどイベント等の企画 

 

３．事例 

（１）ＦＭ伊丹 

 サイマル放送している。フリーペーパーを発行している。Ustream、Facebook も行っている。開局 15 周年

の記念事業として三年前にデジタルサイネージを活用して 37 ヶ所に大型モニター（52 インチ）を設置して

いる。街角情報提供システムは 2011 年まちかど電子情報提供システム「いたみえ～る」が稼働した。 情報

誌ハッピーＦＭいたみプレス（タイムテーブルや地域情報、ＣＭを掲載）30000 冊２回/年で 283 万円の売上

があり、伊丹市の公共施設、集合住宅にポスティングなど、広報伊丹・ＨＰ広告代理店業務については１日

と 15 日に投稿で、614 万円の売上がある、その他にも 201 万円（司会の派遣、イベント）の売上がある。こ

のように本来の放送業務以外に多角的に投資をしながら利益を生み出していく見本のようなコミュニティＦ

Ｍである。 

（２）和歌山 

 和歌山はサイマル放送を行っている。 

（３）宇部 

 フリーペーパーを行っているがサイマル放送はしていない。「ＦＭきらら」は、フリーペーパーによる営業

外収益も利益を生む形にすることで、業績をＵＰできる。切手代がかかるので郵送はせず、掲載スポンサー

150 社の店先に 100 冊ずつ置く節約もコミュニティの観点からいって、人と人を結びつけるにもいい方法で

ある。経営手法は営業収益以外に、営業外収益を得る方法をとる「ＦＭきらら」は、経常利益が開局以来連

続して黒字である。特にフリーペーパーによる営業外収益も利益に貢献しており、売上げからフリーペーパ

ー経費 2 万 5000 部 85 万円（デザイン 15 万円、冊子 70 万円）など、人件費を引いても黒字である。発送は

切手代がかかるので郵送はせず、掲載スポンサー150 社の店先に 100 冊ずつ置くことや、あとは市役所、商

工会議所、スタジオなど公共の場に置くようにし、各自無料で持って行ってもらうようにしている。会員制

度をもうけ、入会金無料・年会費無料の「クラブきららカード」を発行し、会員を募集することで「ＦＭき

らら」のファンを作っている。 

（４）福岡 

 Twitter や Facebook や Ustream YouTube はしているがフリーペーパーはしていない 

（５）北九州 

 北九州市ではアイドルユニットを作り芸能活動をしている。100 万人都市であるが北九州には広告が少な

い。放送外収入が多い。ＦＭ北九州はイベント収入等の放送外収入が６：４でＣＭ料金より多い。 
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 １６ 

４．マーケティング的視点でおこなうかどうか 

 

５．ＣＭ価格戦略 

 いくらならコマーシャルを出してくれるのか。地域内の店や会社をくまなく調査し、直接聞き取り調査を

すると、オーナーが現状維持のままで自分の小遣いから出せる金額に近づいていくという。「バナナＦＭ」は

月に 5000～2 万円くらい、「ＦＭきらら」は月に 1 万～1 万 5000 円くらいと聞き取り調査時に話してくれた。

この２社はマーケティング的視点で決められていた。この金額が分かれば 20 秒スポットＣＭの金額は出るの

である。例えば月に 10000 円だとすれば一日一回のＣＭで 10000÷30＝330 円、15000÷30＝500 円である。

平日だけでいいなら 10000÷20＝500 円となる。このあたりの金額をスタートにし、満杯になったら金額を少

しずつ上げていけばいいのである。満杯になればすごい金額になりコミュニティＦＭが潤う。持続・継続さ

せるための効果的な手法である。コミュニティＦＭの持続・存続にかかる多角的な運営・経営は、スポンサ

ー探しにつきる。本来営業収益の放送によるスポンサーのみならず、フリーペーパーによるスポンサーや、

デジタルサイネージによるスポンサー、会員制度の会費、タレント活動、ホームページのスポンサーなどの

営業外収益を売上げること。「多角化・メディアミックス」を提示する。 

 「バナナＦＭ」は、街をくまなく回り、街の商売情報を整理し、市場である街の企業・商店の感触をつか

み、毎日１回放送し、月 30 回で 1 万 5000 円となる料金と考え、スポットＣＭ20 秒の金額を 500 円に決定し

たのである。開局当時の街の状態では 500 円が丁度良く、その後売上が上昇し、20 秒スポット枠がいっぱい

になり、2014 年４月では、曜日や通勤時間帯などにより、値段を 800～1000 円に上げている。今はこの値段

が、街にあったスポットＣＭ価格である。 

 「ＦＭきらら」は、「ＣＭ価格設定戦略」はスポット 20 秒ＣＭが、全放送時間のＣＭの三分の一の契約数

で負担でき、持続できると井上氏は解説する。（60 分で６分のＣＭには 18 本の契約数がある、例えば 16 時

間放送では 16×18÷３＝96）すなわち 96 社から毎日１回のＣＭ契約が取れたなら持続できる。半分取れた

ら黒字という井上氏は自信にあふれている様子であったが、開局して 11 年連続黒字の放送局なので、うなず

ける話である。 

 ＦＭコミ×テンは、「ＣＭの浸透価格戦略」といって、一周年記念事業で 20 秒ＣＭを 100 円で販売した。 

 

第Ⅹ章 コミュニティＦＭの社会モデル－成功における社会関係性資本（ソーシャルキャ

ピタル醸成）と事業性のかねあい 

 

１．コミュニティＦＭの地域コンテンツ戦略、メディアミックス戦略、まちづくりへの参加は、社会関係性

資本（ソーシャルキャピタル醸成）と調和する。 

（１）地域コンテンツ戦略は地元の取材者、被取材者とネットワークができる。（２）メディアミックス戦略

は地元のネットワークができる。（３）まちづくりへの参加もネットワークができる。社会関係性資本（ソー

シャル・キャピタル）の概念に関しては①内部において信頼のネットワークで結ばれている。②新しいアイ

デアを出したり、受け入れられるような開放性を持っている。③ネットワークがサスティナブルであるため

にも「互酬性」すなわちWin-Winの関係があること。と記している（参考文献 小長谷一之ほか（2012）地

域活性化戦略）。 

２．防災 

３．社会関係性資本（ソーシャルキャピタル醸成） 
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 １７ 

４．事業性 

 

第ⅩⅠ章 総括 

 

１．Ⅳ～Ⅶ章で、成功事例の分析をおこなった。 

【３セク型伊丹事例】 

（１）地域コンテンツ戦略 

（２）メディアミックス戦略（フリーペーパー主体。フリーペーパー定型枠型作成 ⇒ 自動的にＣＭ。フ

リーペーパー戦略：紙媒体によるＣＭを行うことで利益を上げる） 

（３）デジタルサイネージ＝ラジオの視覚化戦略：ハッピーＦＭは、放送＋フリーペーパーというメディア

ミックスと、デジタルサイネージの運営によるクロスメディア展開を行っているが、この手法はどの放送局

でもできるとは限らないと同社局長はいう。地域性や住民意識を調査し、地元地域限定にこだわるデジタル

サイネージを研究し、持続可能性をみいだす。 

【ＮＰＯ型和歌山事例】 

（１）地域コンテンツ戦略（＋局の取材あり、取材は社員）：「番組の質」の向上のためパーソナリティの教

育。自主防災会・地域協議会等、市民参加番組比率を上げる。 

（２）メディアミックス戦略⇒ＩＴ活用を多くする（ユーチューブ、ユーストリーム、フェイスブック、ツ

イッター、ブログ） 

（３）市場浸透型ＣＭ料金価格設定（マーケットイン）＝ＣＭ料金５００円：「バナナＦＭ」放送のとってい

る運営方法の手法はどの放送局でもできるとは限らないが、地域性や住民意識を調査し、地元地域限定にこ

だわるマーケティング的視点を研究し、持続可能性を見いだせる。 

【民間型宇部事例】 

（１）地域コンテンツ戦略：取材あり、取材はパーソナリティがおこなう 

（２）メディアミックス理論＝フリーペーパー（フリーペーパー定型枠型作成 ⇒ 自動的にＣＭ） 

（３）マーケットイン＝市場浸透型ＣＭ料金価格設定５００円：「ＦＭきらら」は放送＋フリーペーパーとい

うメディアミックスの運営方法をとっているが、この手法はどの放送局でもできるとは限らない。 

【民間型福岡・北九州事例】 

（１）’さらに進んだ地域コンテンツ戦略２（＋局の取材すらない『カラオケ理論』）スポンサーに自然な関

連テーマでつくらせる、コンテンツ取材＋企画まで、局はタッチしない（カラオケ理論）。 

（２）メディアミックス戦略（ＩＴ活用しきる。ユーストリーム、ユーチューブ、フェイスブック、ツイッ

ター、ブログ） 

（３）市場浸透型ＣＭ料金価格設定（マーケットイン）＝ＣＭ料金５００円：コミテンが復活することが出

来た理由は、番組に制作費用をかけない事「番組に読んでくる人は、出演者が選んで連れてくる。出たい人

にお金を出させ、しゃべらせ、ゲストを連れてこさせる、やらせる。局はコントロールするだけ」これをカ

ラオケ理論と呼んでいた。 

（４）経営多角化＝地域ビジネスを行政と→「放送（売上の 10％）もやってます」⇒イベント（例）ご当地

アイドル（北九州）。 

 

２．以上から、成功事例の共通点は、ＰＬモデルで説明できる 
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 １８ 

（１）ＰＬの構造（略） 

（２）成功事例の戦略を経営指標枠組みで解釈すると、１）②販管費（人件費等）はそれほど動かせない。

２）「地域コンテンツ戦略」とは、①原価（外注費）の削減とリスナーの拡大である。３）「多角化戦略（メ

ディアミックス戦略）」とは、③営業外利益（損失含む）の拡大であり、「ＣＭ戦略」は売上拡大である。 

（３）ＰＬモデルの構築 

 １）地域コンテンツで原価圧縮＝＞「原価」縮小で「粗利」大 

 ２）メディアミックス＋ＣＭ獲得で営業外利益大＝＞「経常」大 

 

 本修士論文は、筆者が大阪市立大学大学院、創造都市研究科、都市政策専攻、都市経済・地域政策研究分

野において行った研究をまとめたものである。本研究に関して業務多忙にもかかわらず研究にご協力いただ

きました兵庫県伊丹市のコミュニティＦＭ伊丹の本庄和郎取締役局長、和歌山県和歌山市のコミュニティＦ

Ｍバナナの山口昭昌理事長、山口県宇部市のコミュニティＦＭきららの井上悟取締役社長、福岡県福岡市の

コミュニティＦＭコミテンの熊谷美佐子専務取締役に心より感謝いたします。また、始終ご指導ご鞭撻を頂

きました本学小長谷一之教授、論文をご精読頂きコメントを頂きました本学藤塚吉浩教授に感謝致します。 
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